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効率的な都市構造「コンパクトシティ」を実現するためには，土地利用規制とともに，人々の居住地を

公共交通機関の近くに誘導する施策が不可欠である．本研究ではこうした認識の下，平成20年4月に転居

予定の筑波大学の学生を対象に，居住地選択のための探索行動を行うであろう平成19年11月から平成20年
3月の期間に，一般的な住宅情報とともにバス停位置の情報を提供するというコミュニケーションを実施

し，これによりバス停近くの居住地選択を促すことが可能か否かを実証的に検証した．その結果，バス停

位置を強調した情報を提供した群は，バス停を強調しない情報を提供した群よりも，バス停近くのアパー

トを選択する傾向が2倍程度高いという結果が示された．  

 

     Key Words : compact city, residential choice, persuasive communication  
 

 

1．はじめに 

 

近年，過度な自動車利用に起因する交通問題や都市の

郊外化問題，そして環境負荷低減のため，効率的な都市

構造を目指した「コンパクトシティ」の重要性が指摘さ

れている1)． 

コンパクトシティを実現するためには，土地利用規制

やインフラ整備とともに，人々の居住地や職場，買い物

先などを公共交通機関の近くに誘導する施策が不可欠で

ある．しかし，居住地選択そのものを「規制」する手法

には公共受容の問題により導入が困難であること等，限

界があることから，人々の自発的な態度・行動変容を促

す施策もあわせて検討していくことがが必要であると考

えられる．実際，谷口らは，コンパクトシティ化のため

には，単に人々が都心に集まって居住するだけでなく，

人々の交通行動の変容が不可欠であることをシナリオ分

析より指摘している2)．この谷口らの研究が示唆するよ

うに，「公共交通を使うために公共交通の便利な地域

(例えば都心)に居住する」という意識がなければ，単に

居住地が都心であっても自動車を使うこととなり，真に

効率的な都市の実現が困難であることは想像に難くない．

つまり，人々の居住地選択を，自発的に公共交通機関に

配慮する方向に誘導することができれば，それは当該公

共交通機関の利用促進策としてのみならず，将来的な土

地利用や交通行動，都市構造などにも多大な影響を及ぼ

す重要な都市施策となり得ると考えられる． 

さて，筑波大学では，2005年8月のつくばエクスプレ

ス開通と同時に，路線バスを活用した新学内交通システ

ムの運行が開始された．このシステムは，学内とつくば

エクスプレス「つくば駅」間が1年間乗り放題のバス定

期券を4,200円(教職員は8,400円)で提供するという画期的

なものであった3), 4)．しかし便利で安価なバスシステム

であるにもかかわらず，この定期券を所持していない学

生も多い．2007年6月実施の学生インタビュー調査にお

いては，バス定期券を所持していない理由の一つとして

「バス停が自宅の近くにない」ということが挙げられて

おり，筑波大生の居住地選択において「バスの利便性」

が考慮されていない状況にあった． 

本研究は，このような背景から，短期的にはバス利用

促進，中長期的にはコンパクトシティ化を目的として，

転居予定の筑波大学の学生を対象に，一般的な住宅情報

とともにバス停位置の情報を提供する説得的コミュニケ

ーションを実施し，バス停近くの居住地選択を促すこと

が可能か否かを検証するものである． 
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2．居住地選択と状況依存的焦点モデル 

 

先に述べたように，本研究では，説得的コミュニケー

ションによって公共交通指向型の居住地選択を導くこと

が可能であるか否かを検証することを目的としている．

説得的コミュニケーション・プログラムの構築にあたり，

本研究では，状況依存的焦点モデル5), 6)の考え方に基づ

いて，そのコミュニケーション内容を設計することとし

た．以下に状況依存焦点モデルの概要を述べる． 

人によって，あるいは，同一人物であっても状況によ

って，状況を理解する主観的解釈，すなわち意思決定フ

レームが異なるという事態は往々にして生じうる．そし

て，その状況を理解するフレームの相違により意思決定

にも差が見られることは，一般にフレーミング効果と呼

ばれている 7)． 

フレーミング効果が生じる原因を理論的に説明してい

る認知的意思決定モデルとして，状況依存的焦点モデル

が提唱されている5), 6), 8), 9)．このモデルは，意思決定者の

リスク態度は結果と対象への焦点の当て方(フォーカス)

に依存しており(焦点化仮説)，かつ，対象への焦点の当

て方が状況に依存して変化する(焦点化の状況依存性仮

説)，という二つを基本的な仮説としてフレーミング効

果を説明するものである． 

この状況依存的焦点モデルの基礎仮説を踏まえると，

説得的コミュニケーションにおけるメッセージやコミュ

ニケーション方法の相違によって，人々の意思決定フレ

ーム，あるいは焦点化(フォーカス)の構造が影響を受け，

その結果として行動変容の形態が異なったものとなるこ

とが理論的に予想される．例えば，居住地選択における

選択肢の属性提示において，公共交通の利便性情報を強

調した情報を提供することで，それを重視した意思決定，

すなわち，公共交通指向型の居住地選択を導くことが可

能となるであろうことが，予想され得るのである． 

ここに，特定の属性を強調する，すなわち焦点化する

方法として，「認知的」(cognitive)に強調する方法と，

「動機的」(motivational)に強調する方法の2種類が考えら

れる．認知的な属性強調方法とは，その属性を大きく表

示したり，より目立つ色を付けたりするという方法であ

る．こうした方法によって，実際に人々の意思決定が大

きく変化することが，過去の認知的統計的意思決定研究

から明らかにされている6)． 

一方，動機的な属性強調方法としては，その属性の重

要性を種々のデータや実例などを示しつつ説明し，それ

を通じてその特定の属性を重視した意思決定を促す方法

である．こうした方法は，従来の意思決定研究の中では

必ずしも十分に検証されてきているものとは言い難いが，

一般的な説得的なコミュニケーションにおいて，こうし

た方法が援用されることはしばしばあると考えられる 10)．

例えば，セールスマンが，特定商品の販売についての説

得的コミュニケーションを行う場合，当該商品の利点や，

その利点の重要性を強調するのは，動機的な強調方法の

例であると言うことができよう． 

本研究では，以上の議論に基づいて，認知的方法と動

機的方法の2つの方法を用いて，公共交通指向型の居住

地選択を促す説得的コミュニケーション・プログラムを

次節に述べるように設計することとした． 

 

 

3．プログラムと実験の概要 

 

(1)対象者 

筑波大学では，学部1年生の多くが大学敷地内にある

学生宿舎に入居する．学生宿舎は，1年生に優先的に提

供されるため，2年生に進級する際，多くの学生が学生

宿舎を出て大学周辺のアパートに入居することになる．

よって，本研究では，2008年3月末につくば市内のアパ

ートへの引っ越しを予定している筑波大学の学部1年生

を対象とすることとした． 

 

(2)実験手続き 

本研究では，先に述べた仮説を検証するため，説得的

コミュニケーション時の配布物により以下の四つの群を

設定した． 

a.動機付け冊子群：バス情報に認知的な強調方法で焦

点化した住宅情報とバス情報に動機的な強調方法

で焦点化することを意図した動機付け冊子 

b.バスフォーカス群：バス情報に認知的な強調方法で

焦点化した住宅情報 

c.住宅情報提供群：通常の住宅情報 

d.制御群：何も配布しない 

実験では，まず，(1)に述べた対象者に上記a.～c.の配

布物を無作為に配布し，それぞれに提供した情報を熟読

して居住地選択の参考としてもらうよう要請するととも

に，調査者が準備した記入用紙に学籍番号と氏名の記入

を要請した．その後，4月に行った学内バス利用実態ア

ンケート調査の一部として居住地選択に関する調査を行

い，配布物を受け取った学生の氏名・学籍番号とマッチ

ングして分析を行うという流れで実施した(図-1)． 

2008年11月～2009年3月

住宅情報提供群

住宅情報のみ提供

バスフォーカス群

バス情報を追加した

住宅情報提供

動機付け冊子群

バス情報を追加した

住宅情報提供

動機付け情報

制御群

何も提供しない

効果計測アンケート (2008年4月)

図-1 調査フロー 



 

 

具体的な配布方法としては， 2007年11月～12月の間，

1年生が受講する講義と学生宿舎の入居可否を決める抽

選会場にて配布した[1] ．4月の効果計測調査について，

新2年生(配付時は1年生)に，大学全体の必修授業である

体育の講義時に配布・回収を行った．実験群毎の配布・

回収数を表-1に示す．ただし，制御群については，4月

実施のアンケート回答者2,714人のうち，アパートマッ

プを受け取っていない77名をできる限り偏りの無いよう

抽出し，その中で効果計測調査に回答した47名のうち，

つくば市内のアパートへの転居が確認された37名を制御

群とした． 

4月のアンケート調査のうち，本研究の分析に用いる

指標を表-2に示す．  

 

(3)説得的コミュニケーションの内容 

具体的なコミュニケーションについて詳述する(図-2)． 

(a)住宅情報(つくばアパートマップ)：筑波大学の学生を 

 

表-1 アパートマップ配布数 アンケート回収数 

実施時期 制御群 住宅情報群
バス

フォーカス群
動機付け
冊子群

H19年11月～

H20年3月

アパートマップ
配布数 77 72 78 53

H20年4月 効果計測アンケート
回答者数 47 30 48 35
つくば市内アパート
に引越した回答者数 37 18 34 20

分析対象者数 37 18 34 20  

対象として発行されている「JAMJAM」という雑誌から，

住宅情報部分のみデータを提供してもらい作成した．内

容としては，物件名，間取り，家賃，敷金・礼金，駐車

場代，エアコン有無の一覧表と，各物件の場所が掲載さ

れた地図で構成されている． 

(b)バス情報焦点化住宅情報：居住地選択時に「バス停

へのアクセス」に認知的方法で焦点をあてるため，(a)の

住宅情報に以下三点を追加した冊子を作成した． 

(ア)バス停までのアクセス時間：物件情報の一覧表にあ 

図-2 提供したコミュニケーション・ツール 

左：住宅情報提供群 中央：バス情報追加群 右：動機づけ追加群 

バス情報追加群に

住宅情報提供群 バスフォーカス群 動機付け追加群

動機付け冊子を追加 
通常の住宅情報のみ 

バス便利マーク

バス停から
半径200m(3 分以内)

を赤くマーキング

■現居住地のバス利便性認知※：「現在の住居は，バスに乗

るときに便利な場所にあると思いますか？」「全然思わない

－とてもそう思う」を両端とする7段階尺度． 
■次回転居時のバス配慮意図※：「次に引っ越しするとした

ら，バスに乗るとき便利な場所に引っ越そうと思います

か？」「全然思わない－とてもそう思う」を両端とする 7 段

階尺度． 
■バス停までの徒歩時間申告値(分)：「自宅から徒歩何分の

ところにバス停がありますか？」  
■バス停までの徒歩時間実測値(分)：現住所から最寄バス停

までの距離をGISで計測し，徒歩速度80m/sとして算出． 
■バス停まで徒歩 3 分圏：「バス停までの徒歩時間実測値」

において，「徒歩 3 分圏内に居住している」=1,「徒歩 3 分圏

外に居住している」=0と設定したダミー変数． 
 
※分析の際には，最初の文言(例：全然思わない)を 0，後ろの

文言(例：とてもそう思う)を6として数量化． 

表-2 分析に用いる指標 



 

 

表-3 動機づけ冊子記載内容 (全文，下線部は強調部分) 

表紙：アパート・マンション，どうやって決めますか？ 

(1)アパートを探すとき： 

家賃，広さ，大学への距離，間取り，つくばセンター(つくば駅)への距離，

築年数，日当たり，静かな環境，オートロックの有無 などなど，考えることは

たくさんあります． 

アパート・マンションを決める！ 

その前に バス停までの距離 忘れていませんか？意外とあとで後悔して

います！ 

(2)就職活動どうする？： 

バスだと，雨でも濡れない，汗をかかない，スーツが汚れる心配もありませ

ん． 

くたくたに疲れても寝て帰れます． 

それ以外にも．．． 

東京へ買い物に行くと，荷物がいっぱいになりませんか？バスだと荷物が

多くても大丈夫． 

部活や実習で東京へ行くとき，試合の道具や資料が重い．．．．重い荷物

もバスが運んでくれるから，大丈夫． 

駐輪場，駐車場の料金がかかりません． 

(3)雨の日，どうする？： 

雨の日の自転車通学は，路面が滑りやすい上，傘を差しながらの片手運

転はバランスを崩しやすいのです．なお，自転車の傘差し運転は茨城県の

条例で禁止されています．雨の日はバスが安全です． 

それ以外にも．．．． 

筑波は歩道の段差が多く，自転車で買い物に行くと，卵が割れたり，牛乳

パックが破れたりします．しかしバスなら，そんな心配ご無用．つくばセンター

のジャスコまでらくに行けます． 

アルバイト前，バスならバイト先まで余計な疲れを感じずにいけます． 

(4)そして，環境問題： 

筑波大学では，3，4年生になると多くの人が自動車を買います． 

自動車を使う一日は，バスを使う 1 日の 3 倍の CO2 を排出します．(グラ

フで，CO2排出量の差を表示) 

皆さんが住む場所によって，バスを使えるかどうかが変わります． 

それにより，生活で排出する CO2が大きく変わってしまうのです． 

このようにアパート選びは地球環境に大きな影響を及ぼします． 

都市交通研究室では，地球環境にとっても，ひとり一人の暮らしにとって

も，より望ましい「アパート選び」を促す研究を進めています． ぜひこの機会

に，みなさん自身で，みなさんにも，地球にも望ましい「アパート選び」を検討

してみてください． 

(5)筑波大学のバス： 

(路線概要の図を掲載) この範囲の路線がわずか 4200 円の定期券で年

度内乗り放題！つくばセンター発は，最大 13 本／時，つまり 5 分に 1 本以

上走っている！ 

Q.4200円ってどのくらいお得なの？ 

A. 大学周辺からつくばセンター間を 1ヶ月 3往復，年 36往復したと仮定

すると，なんと，年間 14,520円もお得です！ 

(6)バスに便利なところって？ 

天久保1，2，3丁目・春日4丁目がバス停に近く，便利です！  

(7)バス停近くのアパート，どう探す？ 

(a)お渡しした住宅情報誌でバス停に近いアパートを探す 

(b)気に入ったアパートを扱っている不動産屋に行く 

(c)部屋に空きがあれば，即契約！ 

(8)1 年後…：(a)学校で講義，(b)就職活動で東京へ，(c)買い物をして帰宅，と

いう生活シーン別に，バスと自転車の差をイラストで表現． 

――――――――――――――――――――――――― 

図-3(b) 動機づけ冊子のレイアウト ※左上の番号が表-2の記載番号に該当 

図-3(a) 動機づけ冊子の表紙 



 

 

る家賃，間取り，地区に加えて，「バス停までのア

クセス時間」を追加． 

(イ)バス便利マーク：特にバス利用に便利な物件(徒歩

3分以内)について，物件情報の一覧表に赤い「バス

便利マーク」を掲載． 

(ウ)バス停近接地域：各物件の位置を確認可能な地図

に，バス利用便利地域(半径200m)を赤で表示． 

(c)動機付け冊子：動機的方法での焦点化を目的として，

居住地選択時にバス停までの距離を考慮する必要性，バ

スの利用例(雨の日の通学，就職活動，買い物)，バス停

までの距離に配慮した居住地選択の方法等(表-3)を掲載

したA6版，階段折りの冊子を作成した(図-3(a)，(b))．   

 上記(b)，(c)は，2章に詳述した状況依存的焦点モデル

の基礎仮説を踏まえ，認知的方法と動機的方法による焦

点化を意図した具体的なコミュニケーションとして設計

したものである． 

 

 

4．実験結果 

 

本研究の分析は，2008年4月に実施したアンケート調

査の回答者のうち，アパートマップを受け取っており， 

かつ，アパートへの移転が確認できた72名に加えて，

制御群37名の計109名を対象に行うこととする． 

(1)居住地選択に関する認知について 

表-4に，表-1に述べた諸指標の実験群毎の平均値と分

散を，表-5にそれらの群間の平均値のt検定結果を示す． 

表-5より，現居住地のバス利便性認知は，住宅情報提

供群，バスフォーカス群，動機づけ冊子群において，制

御群よりも有意に高い傾向が示された．また，動機づけ

冊子群において，住宅情報提供群，バスフォーカス群よ

りも有意に高い傾向が示されている． 

次に，次回転居時のバス配慮意図については，バスフ

ォーカス群において制御群に比べ高い傾向が示されたが，

他の群間比較においては，有意な差は認められなかった．

ただし，動機づけ冊子群と制御群との間のp値は0.1048と

90%有意水準に近い値であり，表-4の平均値を見ると，

制御群，住宅情報群，バスフォーカス群よりも動機づけ

冊子群の次回転居時のバス配慮意図が高い値となってい

る． 

バス停までの徒歩時間自己申告値については，制御群

よりもバスフォーカス群の方が短時間であると申告する

有意傾向が示されたほか，制御群よりも動機づけ冊子群

の方が，統計的に有意に短く申告しているという結果が

示された． 

これらの結果の内，バスフォーカス群と制御群や住宅

情報群との差異に着目すると，バス停へのアクセスに認

知的に焦点化させることを意図して作成した説得的コミ

表-4 実験群毎の平均値と標準偏差 

表-5 実験群間の平均値の t検定結果 

N M SD N M SD N M SD N M SD

現居住地の
バス利便性認知

37 2.27 1.84 18 3.17 1.42 33 2.94 2.28 20 4.05 2.09

次回転居時の
バス配慮意図

37 2.62 2.03 17 2.59 1.80 33 3.30 2.05 20 3.35 2.13

バス停までの徒歩
時間_【申告値】(分)

36 6.00 3.56 18 4.72 2.40 34 4.88 3.61 19 4.16 3.20

バス停までの徒歩
時間_【実測値】(分)

37 6.93 4.51 18 5.80 3.84 34 5.84 4.85 20 4.63 3.68

M:平均値  SD:標準偏差

制御群 住宅情報提供群 バスフォーカス群 動機付け冊子群

t値 t値 t値 t値 t値 t値

現居住地の
バス利便性認知

-1.819 ** -1.360 * -3.328 *** 0.384 -1.505 * -1.774 **

次回転居時の
バス配慮意図

0.058 -1.393 * -1.269 -1.213 -1.160 -0.080

バス停までの徒歩
時間_【申告値】(分)

1.372 1.304 * 1.886 ** -0.169 0.604 0.729

バス停までの徒歩
時間_【実測値】(分)

0.915 0.977 1.954 ** -0.035 0.957 0.965

片側検定 *:有意傾向(0.05<p<0.1),　**:p<0.05,　***:p<0.01で有意
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ュニケーションを行った群(バスフォーカス群)の方がそ

うでない群よりも，バスに便利な場所に住んでいると考

えている人の割合が多く，かつ，次回転居時もバス利便

性に配慮して居住地選択を行う意図を持つ傾向を強いこ

とも示された．そして，バス停へのアクセスに認知的に

焦点化することに加えて，バス利便性のメリットを強調

した動機的焦点化を行うことで，バスに便利な場所に住

んでいると考えている人の割合がさらに増加することが

示された．  

 

(2)居住地選択行動について 

実際に記入してもらった引っ越し後の現住所をGISに

入力して算出したバス停までの直線距離については，

表-4より動機づけ冊子群が最も短く，僅差で住宅情報群，

バスフォーカス群，そして制御群の順で短くなっている

ことが示された．そして，統計的検定では，制御群と動

機づけ冊子群にのみ有意な傾向が認められた(表-5)．  

表-6はそのGISにて算出した現住所から求めたバス停

からの距離が200m（徒歩80m／分とし，バス停まで徒歩

3分以内(240m)の道のりを直線距離で200mと設定）以下

か否かの割合を実験群毎に算出し，Pearsonのカイ二乗検

定を行った結果であり，図-4はそれをグラフ化したもの

である．また，図-5は群毎の最寄りバス停までの距離の

分布を図示したものである． 

これらより，バス停へのアクセスに焦点化していない

制御群と住宅情報群ではバス停まで徒歩3分圏内に居住

する割合が13-16％とほぼ変化が見られなかったのに対

し，認知的に強調したバスフォーカス群では約2倍の

32.4%となった．さらに，動機的に強調した動機づけ冊

子群ではそれよりも高く，制御群の約3倍の水準である

45.0％となっていることが示された．また，各群の最寄

りバス停までの所要時間の分布からも，バスフォーカス

群と動機づけ冊子群は，制御群と住宅情報群に比べ，バ

ス停近くに居住する傾向が示された．この結果は，バス

停へのアクセスに認知的・動機的に焦点化した説得的コ

ミュニケーションを実施することで，実際の行動として，
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表-6 実験群別 バス停まで徒歩 3分圏内の居住割合 

図-4 群別バス停まで徒歩 3分圏内外の割合 
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図-5 群別バス停までの徒歩時間の分布 

度数 割合 度数 割合 度数 割合 度数 割合 値 自由度
有意確率

(両側)

圏外 32 86.5% 15 83.3% 23 67.6% 11 55.0% 8.339 3 0.040

圏内 5 13.5% 3 16.7% 11 32.4% 9 45.0%

*:有意傾向(0.05<p<0.1),　**:p<0.05,　***:p<0.01で有意
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バス停近くのアパートを選択する傾向が高まることを示

唆しているものと言える． 

 

 

5．おわりに 

 

(1)本研究の成果 

 本研究では，状況依存的焦点化モデルを理論的背景と

して，「居住地選択時に公共交通の利便性を認知的ある

いは動機的に強調し，焦点化した説得的コミュニケーシ

ョンを行うことで，公共交通に便利な地域に居住地を選

択する傾向が強まる」ということを，筑波大学の大学生

を対象とした実証実験により検証することを試みた．そ

の結果，バス停までのアクセスに認知的に焦点化した説

得的コミュニケーションを行った群において，次回転居

時はバス停に便利なアパートを選ぼうという意図が活性

化されるとともに，実際にバス停近くのアパートを選択

する傾向が有意に高くなり，バス停から半径200以内の

居住地を選択する割合が2倍程度に増進するという結果

が示された． 

また認知的な強調に併せて，動機的強調の追加を意図

した動機づけ冊子の配付は，実際にバス停近くの居住地

を選択する傾向をさらに強化し，バス停から半径200以

内の居住地を選択する割合が3倍程度にまで増進すると

いう結果が示された．  

これらより，本研究で開発した説得的コミュニケーシ

ョンプログラムは，公共交通配慮型居住地選択に有効で

あることが示されたと言える． 

これらの結果は，状況依存焦点モデルの認知的な理論

仮説を裏付けるものと解釈できる．なぜなら，焦点化仮

説は，意思決定における各種属性に対する注意量が意思

決定結果を決定する一方，その注意量は，文字の色やサ

イズといった外的要因と，心的動機付けといった内的要

因の双方で決定されることが理論的に想定されているか

らである．この理論仮説に基づくなら，動機付けされな

くとも，文字の色やサイズを変えるだけで意思決定結果，

すなわち，行動が変わることが予測されることとなるが，

上記結果は，その理論的予測に一致するものと考えられ

るのである． 

 

(2)課題と今後の展開に向けて 

今後の課題として，本研究では，交通行動の目的や年

代がほぼ均質な大学生を対象に実施していることから，

今後は多様な属性の市民を対象とした取り組みが必要に

なることが挙げられる．その上で，どのようなセグメン

トの人々にどのようなコミュニケーションが有効である

のか等，知見を積み重ねていくことも必要となろう．ま

た，本研究は実証実験という特性上サンプル数が限られ

ており，コンパクトシティを目指すにはさらに，集計的

効果の把握が不可欠となるものと考えられる．  

今後，本研究で得られた知見を活用し，施策として展

開するに当たっては，例えば以下の二つの可能性が考え

られる．一つは，本研究と同様，大学生を全国規模でタ

ーゲットとすることである．大学生は，入学時に親元を

離れて一人暮しをする場合も多く，そのタイミングで公

共交通に配慮した居住地選択を誘導できれば，将来的に

は都市構造にも影響するであろうし，本人に公共交通利

用の「習慣」を育むことをも期待できると考えられる．

もう一つは，事業所モビリティ・マネジメントの一メニ

ューとして，本研究で提案した公共交通配慮型居住地選

択プログラムを取り入れることである．事業所では，新

しく入社する社員や転勤する社員，そして結婚・出産な

どにより転居を予定している社員に，適切なタイミング

でコミュニケーションを行うことが可能である． 

今後は，本研究で得られた知見のさらなる精緻化を図

る研究を進める一方で，それを活用した実務展開につい

ても，検討を進めていくことが必要であると考えられる． 

 

注 

[1]講義時の配付については，同じ内容の必修の講義で，

複数クラスに分かれて実施することになっている教育

心理学，統計Iの講義を選定し，知人同士で別の配布

物を受け取るリスクを軽減するため，1つの教室には

同一の種類の配布物を配付した．受講人数は，教育心

理学が約450名，統計Iが約50名であり，そのうち103名

が配布物を受け取った． 

学生宿舎の抽選会には約400名が参加し，そのうち

次年度の宿舎入居に落選した学生約200名全員に配布

物の受け取りを依頼した．この依頼に応じてくれた

137名の学生に配布物を無作為に配布した． 

 この講義103名と学生宿舎抽選会137名の計240名の

うち，203名が1年生であった．残りの1年生以外の学

生37名には，次年度4月の効果計測調査が実施できな

かったため，本研究の分析の対象外となっている． 
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ANALYSIS OF THE EFFECTIVENESS OF PERSUASIVE COMMUNICATION 
FOR PUBLIC TRANSPORTATION-ORIENTED-RESIDENTIAL CHOICE  

 
Ayako TANIGUCHI, Tomohide ASAMI, Satoshi FUJII and Haruo ISHIDA  

 
Recently, it is indicated that “compact city” that has efficient urban structure is important to ease traffic 

and environmental problems. In order to develop “compact city”, measures to induce people to public-
transportation-oriented residential choice is the necessary step as much as regulation of land use. Because 
of the limitation to regulate people’s residential location, the measures to induce people’s voluntary 
behavior change in their residential choice will become important. In this study, we implemented 
experiments targeting students of university of Tsukuba who thought residential change. The student was 
divided by four groups; a control group, a group that received a residential room information brochure, a 
group that received the brochure with information of bus, a group that receives the brochure with a leaflet 
to persuade to choose a room with high accecibility to bus stops. As a resut, such information increased 
tendency to choose a room of apartment with high accecibility to bus stops. 




